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研究成果の概要（和文）：　生活綴方教育は、文章表現技術の指導のみならず、綴ることを通して自己認識や自然認識
、社会認識を形成させようとするものである。1930年代後半において、教育への統制が強化されるなかで、生活綴方教
育を文章表現技術指導のみに限定し、綴る内容は不問とする動きが生じた。生活綴方教育の実践家であった国分一太郎
も、その一人であった。国分は、教師が学校外の地域での社会事業に尽力することを主張した。その社会事業は、まも
なくの1937年以降には、国民精神総動員運動に置き換えられることとなった。

研究成果の概要（英文）：The life writing education is going to form self-knowledge and natural 
recognition, social recognition through writing as well as the instruction of the sentence expression 
technology. I limited life writing education only to sentence expression technical guidance while control 
to education was rengthened in the late 1930s, and no object and movement to do produced the content to 
be written. Ichitaro Kokubun who was a person of practice of the life writing education was the one. 
Kokubun insisted on a teacher making an effort for the social work in the area out of the elementary 
school. Well, the social work will be rearranged after 1937 of crying by the campaign for
mobilization of the national spirit.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
（１）戦前の生活綴方教育は、1935 年前後に
最盛期を迎えたとされてきた。その後、1936
年には二・二六事件がおこり、1937 年には日
中戦争が全面拡大することとなった。このよ
うに、国家・社会の戦時色が強まるなかで、
生活綴方教育の実践者の中に、従来通りの教
育実践を維持しようとしたものもいれば、そ
の教育実践を変更するものもいた。1935 年前
後の生活綴方教育においては、綴方は文章表
現技術の指導にとどまらず、生活指導、生活
認識教育の方法として位置づけられていた。
なかには、生活指導や生活認識の指導の結果
が、文章表現技術の向上につながるとさえと
らえる場合もあった。しかし、1936 年頃から
は、綴方教育を文章表現技術（あるいは、文
字表現技術）の指導に限定しようとする動き
が生じてきた。こうした動きについて、生活
綴方教育から生活教育への発展であるかの
ようにとらえる先行研究がある。本研究は、
そうした先行研究の妥当性についての再検
討が求められているという課題意識にもと
づくものである。 
 
（２）国分一太郎（1911-1985、山形県出身）
は、1930 年代において生活綴方教育の実践者
のひとりであり、のちには生活綴方教育の批
判の立場に転ずるという意味において、しば
しば着目されてきた人物である。国分は、戦
後において、戦前の生活綴方教育について
「生活の現実を綴方に表現させ、それを共同
で研究させることによって生活の勉強をさ
せようとした」（国分一太郎『新しい綴方教
室』日本評論社、1951 年）と述べたことがあ
るが、その記述について津田道夫は「国分が
三四年（1934 年―引用者）段階でこういう言
葉で、その教育思想を語っていたのではな
い」（津田道夫『国分一太郎―抵抗としての
生活綴方運動』社会評論社、2010 年）として
「生活勉強」に関する国分の記述が事実その
ままとはみていない。しかし、それは津田の
認識不足である。津田のような把握では、国
分の生活綴方教育批判の意味や内容も把握
が難しくなる。国分の場合に即していえば、
同時代における国分の綴方教育論の変遷を
ていねいに追うことが求められるのである。
ただ、国分の戦前の論考に関しては未確認の
ものが残されているものとみられるのであ
り、発掘が求められる状況にある。 
 
（３）1930 年代後半の生活綴方教育の動向に
関する研究には、1937 年に教育科学研究会の
留岡清男が生活綴方教育に関して「綴方教育
は鑑賞に始まり感傷に終わる」としてその無
力さを指摘したことに端を発するものが多
い。留岡が指摘したことを戸塚廉主宰『生活
学校』が特集として取り上げることで「生活
教育論争」と称される議論となった。1938 年
には『生活学校』が経営難により廃刊となる
が、その際に『生活学校』編集部は読者に対

して教育科学研究会への参加を呼び掛けた。
こうしたことにより、生活綴方教育の実践者
たちが生活綴方批判をうけて『生活学校』の
読者を経て教育科学研究会に参加していっ
たというような図式が戦後の研究にも反映
している。生活綴方教育から生活教育へ、そ
して教育科学研究会へというとらえ方であ
る。しかし、そうした図式に当てはまる教師
はごく一部にとどまるものとみられる。実際
には、留岡の批判よりも前に生活綴方教育批
判に転じていた国分一太郎のようなものも
いれば、そうした動きを明確に批判するもの
もいたのである。1935 年代後半の生活綴方教
育の動向については、ていねいな検証が求め
られる。 
 

２．研究の目的 
（１）本研究の目的は、1930 年代後半におけ
る生活綴方教育の動向を明らかにすること
にある。従来の生活綴方教育の実践を維持継
続するものと、綴方教育を文章表現技術教育
（あるいは文字表現技術教育）のみに限定し、
従来の生活綴方教育が視野に入れていた生
活勉強を否定していくものとに大別される
であろうが、とりわけ後者の動向についての
検討をおこなって、生活綴方教育の停滞ない
し衰退の経緯を明らかにする。 
 
３．研究の方法 
（１）まず、従来の生活綴方教育史研究で用
いられてきた文献が十分なものではなかっ
たことを明確に意識する。1930 年代後半から
1945 年までの時期の文献は一般的にも散逸
が甚だしいが、綴方教育に関しては 1940 年
から 1941 年にかけての治安維持法被疑事件
による検挙等によって、散逸が著しい面があ
る。そのため、1930 年代後半における綴方教
育の動向について、研究で用いられてきた文
献は、雑誌で言えば、『綴方生活』や『教育・
国語教育』『工程』『綴方学校』『実践国語教
育』のほか、『生活学校』や『教育』等に限
られているといってよい。ちなみに、それら
は、1970 年代半ば以降において順次復刻版が
出版されてきたものである。しかし、当然の
ことながら、それら以外に、存在そのものが
不明であったり、存在は知られていても散逸
がはなはだしいものであったり、所蔵されて
いることは確かとみられるものの外部者の
閲覧が困難なところに所蔵されていたりす
るなど、資料収集の課題があり、その関係資
料の収集そのものが研究作業の重要な内容
となる。 
 
（２）前述のような資料整備の面での課題を
解決する手立てとして、古書による収集を試
みた。結果として具体的な成果が得られたも
のの一端を示すと、次のようなものがあげら
れる。 
・菊池知勇主宰『綴方教育』（文録社、1926
年～1941 年）の一部の号。本誌は、綴方教育



専門誌として 16 年間にわたり発行されたも
ので時代の思潮を反映したものである。1936
年間ではある程度の号が大学図書館等に分
散所蔵されているが、1937 年以降の号は図書
館や公的研究機関には所蔵されてはいない。 
・雑誌『伸びゆく学童』（伸びゆく学童社、
1937 年～終刊時期未詳）の一部の号。本誌は、
戦後においてその存在が顧みられることは
皆無であった。大阪で発行された児童向けの
全国誌であり、「満州」を含めて全国各地の
読者を得ていたものである。 
・『教育報国』（全国連合小学校教員会、1936
年～1941 年）の一部の号。本誌は綴方教育専
門誌ではないが、国分一太郎や寒川道夫、加
藤周四郎、佐々木昂ら綴方教育関係者の論考
が掲載されている。 
・『新綴方教育』（1934 年～、啓文社）改題後
継誌『新国語教育』（1936 年～、啓文社）の
一部の号。本誌は、日本精神綴方を標榜する
ものであり、生活綴方教育批判の立場から編
集されたものとみられるが、生活綴方教育関
係者の論考も掲載されている。 
 
（３）前述のように古書で入手したものを含
めて、各種の関係雑誌の目次の整理をすすめ
た。そして、一部の雑誌に関しては、著者、
論文名、掲載誌名、年月をエクセルに入力し
てデータベース化して、著者やキーワードに
よる論文検索ができるようにした。 
 
（４）前項までの作業をふまえて、国分一太
郎のほか、木村不二男（北海道、のち東京市
の小学校教員）、二澤章三（のち、浦久保章
三。和歌山県の小学校教員）など、具体的な
人物に即して、その綴方教育論の推移の検討
をすすめてきた。 
 
４．研究成果 
（１）前述のように、国分一太郎、木村不二
男、二澤章三などに即して検討をすすめてき
たが、ここでは、国分一太郎の場合を中心に
述べていく。 
 
（２）本研究を立ち上げる段階において、国
分が 1936 年度から生活綴方教育批判を始め
ていたことを始めていたことを明らかにし
ておいた（太郎良信「国分一太郎による生活
綴方教育批判の検討―1936 年から 1939 年に
おける」『文教大学教育学部紀要』第 45 集、
2011 年）。それは、国分が、雑誌『日本文化
と国民教育』1936 年８月号に発表した論文
「社会事業的文化事業的教師として」におい
て、生活綴方教育を自嘲したり揶揄したりす
る論調のものであった。掲載誌は、千葉春雄
が経営していた東宛書房発行の『教育東西南
北』の売れ行き不振による改題後継誌であり、
『日本文化と国民教育』への改題後も売れ行
き不振で、再改題誌『綴り方雑誌』は 1937
年６月号の１号のみで廃刊となっている。そ
うした事情のためか、国分の論文「社会事業

的文化事業的教師として」は同時代において
注目されることはなかったとみられるし、戦
後の研究において筆者以外で取り上げたも
のはいない。しかし、国分の綴方教育論の転
機となったものであることには相違ない。 
その論文を含めて、国分は、下記のような

７本の論文を通して、生活綴方教育批判を展
開し、綴方教育の目標を文章表現技術の指導、
さらには文字表現技術の指導に限定してい
ったことを筆者は明らかにしておいた。 
① 「社会事業的文化事業的教師として」

（『日本文化と国民教育』1936 年８月
号） 

② 「文壇的批評と教壇的批評」（『教育・
国語教育』1936 年 10 月号） 

③ 「自己に鞭打つの書――綴方教育の反
省」（『教育・国語教育』1936 年 12 月
号） 

④ 「『綴るその事がことが生活だ説』の再
吟味」（『教育論叢』1937 年１月号） 

⑤ 「『綴方教師としての悩み』について―
―あまりに平凡な一面的な」（『綴方生
活』1937 年１月号） 

⑥ 「綴る欲求と必要と機会と」（『実践教
育講座 研究編２国語２』第一書房、
1937 年４月） 

⑦ 「綴方教師から文化技術者へ―農村教
師の文化的役割序説」（『綴方学校』1939 
年１月号） 
 

（３）本研究開始後に、新たに２本の国分の
論文に注目することとなった。一つは、国分
の論文⑧「文化接種と文化啓蒙―農村教師の
場合―」（『教育』1938 年 10 月号）である。
『教育』には復刻版があり、論文そのものに
は容易に接することができる。新たに発掘さ
れたものに国分の論文⑨「農村に於ける国民
教育の新方向」（『教育報国』1938 年 11 月号）
がある。そこでは、国民精神総動員運動を率
先して担う教師論が示されている。これらの
⑧⑨を含めて、再検討を試みた。 
 
（４）国分が生活綴方教育批判を始めた 1936
年の①においては「社会事業的文化事業的教
師」というかたちで萌芽的に示されていた教
師像が、1937 年以来の国民精神総動員運動の
下で、1938 年の⑨においては「国家の推進力、
国防産業の重要資源を培養する大きい事業
の旗手」としての教師像というように、明確
に戦時下の国策に対応したものとなってい
る。このことをふまえると、1939 年の⑦にお
いて「今や世界史的事業を果たしつゝある国
家の要望も青年の上にかゝつてゐる。青年教
師の奮起すべき時である」という文言も、国
民精神総動員運動を担うことをさしたもの
であることが分かる。その際、国分は、生活
綴方教育の実践者に対して「かゝる社会的時
代的必要に沿ふことこそ、今までの綴方教師
が若々しく更生する機会と機会となるであ
らう」ともいう。 



 
（５）以上をまとめると、国分は 1936 年の
①で生活綴方批判を始めた際に、教師が社会
事業へ目を向けるべきことを「行動は社会事
業的な面が一番今のところ進歩的だとした
ら、青年期要旨はそこへ行くだらぅ。それを
きらつて『生活を描け』『生活を描け』とば
かりいつてるのは『貧しい事がなくなると、
よい綴方が出なくなる』と心配する事の愚に
等しい」ということばで述べた。国分自らを
含む生活綴方教育実践者への揶揄である。②
から⑥までは綴方教育論であるかのように
みえるものの、⑦⑧⑨に至るまでのものとし
て検討すると、生活綴方批判の形をとった国
民精神総動員運動へ積極的に参加すること
をいざなうものであったということとなる。 
 
（６）1930 年代後半における綴方教育の動向
として、生活綴方教育実践と研究を続けた教
師集団もあった。1938 年あたりまで綴方作品
研究を主とした月例研究会を、順次、東京市
内の小学校を会場として開催し続けている。
その例会記録の分析を次の研究課題の一つ
として示しておく。 
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